
（平成２３年２月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 22 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 20 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認栃木地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



栃木国民年金 事案 849 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年４月から 10 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月から 10年３月まで 

    大学生及び大学院生だった平成７年度から 11 年度までの間、毎年、黒い

かばんを持った訪問員に国民年金保険料の免除申請をしていたので、申立

期間のみ未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、「学生だった頃は、経済的に余裕が無く奨学金をもらっており、

国民年金保険料については、毎年、黒いかばんを持った訪問員が持参した書

類に判を押して免除申請を行っていた。」と具体的に供述しているところ、

その訪問員について、Ａ市は、「市役所職員であった可能性が高い。」、Ｂ

市は、「国民年金推進員が行っていた。」としていることから、申立人の申

立内容は信憑
ぴょう

性が高いと考えられる。 

また、申立人のオンライン記録から、申立期間の前後である平成７、８年

度及び 10、11 年度については、毎年５月（平成７年度は、20 歳到達月であ

る＊月）に保険料の免除申請を行い、承認を受けていることが確認できる。 

さらに、国民年金保険料の学生免除を受けるには、扶養元の世帯における

前年の所得状況が基準を満たしている必要があるが、申立人の両親の厚生年

金保険の標準報酬月額は、申立期間の前後においてほぼ同額である上、申立

期間の前年である平成８年分の標準報酬月額から申立人の両親の所得状況を

検証したところ、免除認定基準を満たしていることが推認できる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を免除されていたものと認められる。 



栃木国民年金 事案 850 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年５月及び同年６月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成３年５月及び同年６月 

    20 歳になったときに、専門学校の学生としてＡ市に住んでいたが、実家

の母親がＢ市の出張所で国民年金の加入手続を行い、自宅近くの郵便局で

毎月保険料を納付していたので、申立期間の記録が無いことに納得がいか

ない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料が未納とされている期間は、申立期間の２か月の

みであり、厚生年金保険から国民年金への切替も適切に行われている上、申

立人の保険料を納付していたとするその母及び父は、長期間にわたって保険

料の納付を続けており、当該期間と同期間についても、保険料を納付済みで

ある。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは、平成５年６月頃である

ことから、払出時期からすると、申立期間は過年度納付が可能な期間である

と考えられ、当該期間後の３年７月から５年３月までの期間を過年度納付し

ながら、２か月と短期間である当該期間の国民年金保険料を納付しなかった

とする特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1402 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成 17年６月１日から 20年９月 10日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報

酬月額に係る記録を、17年６月及び同年７月は 26万円、同年８月は 36万円、

同年９月から18年３月までは38万円、同年４月から19年３月までは44万円、

19年４月から同年 12月までは 47万円、20年１月は 44万円、同年２月から同

年５月までは 47万円、同年６月及び７月は 44万円、同年８月は 32万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

また、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、当該期間の

標準賞与額の記録を、61万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年６月 21日から 20年９月 10日まで 

             ② 平成 19年 12月 25日 

ねんきん定期便の厚生年金保険の記録を見ると、申立期間①について標準

報酬月額が実際に支給されていた報酬月額と大幅に相違している。また、申

立期間②に係る賞与についても、保険料が控除されているにもかかわらず、

記録されていない。源泉徴収票と一部の給与明細書を提出するので調べてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険

の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年



                      

  

金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立人が所持している給与所得の源泉徴収票、Ａ社に係る一

部の給与支給明細書及び顧問税理士事務所の保管する所得税源泉徴収簿か

ら確認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、申立人の標準報酬月

額を平成 17年６月及び同年７月は 26万円、同年８月は 36万円、同年９月

から 18 年３月までは 38 万円、同年４月から 19 年３月までは 44 万円、19

年４月から同年 12月までは 47万円、20年１月は 44万円、同年２月から同

年５月までは 47万円、同年６月及び７月は 44万円、同年８月は 32万円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、当該事業所を管轄する年金事務

所が保管する平成 17 年度以降の健康保険・厚生年金保険算定基礎届は、全

てオンライン記録と一致しており、標準報酬月額を訂正した記録も見当たら

ないことから、事業主は、所得税源泉徴収簿及び一部の給与支給明細書等で

確認できる保険料控除額及び報酬月額に見合う報酬月額を届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所(当時)は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 16年６月 21日から 17年６月１日までの期

間については、申立人が所持する給与所得の源泉徴収票及び顧問税理士事務

所の所持する所得税源泉徴収簿から確認できる保険料控除額に見合う標準

報酬月額は、オンライン記録上の標準報酬月額と一致することが確認できる

ことから、当該記録を訂正する必要は認められない。 

 

２ 申立期間②について、顧問税理士事務所の保管する所得税源泉徴収簿  

から、申立人は、平成 19年 12月 25日においてＡ社の事業主から賞与の支

払いを受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていることが確認できる。 

また、当該源泉徴収簿の当該賞与に係る厚生年金保険料控除額から、申立

人の標準賞与額の記録を、61万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は「当時の資料が無く、保険料の納付に

ついては不明。」としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことから、行ったと

は認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1403 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日に係る

記録を昭和 46 年７月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を５万 2,000 円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年６月 20日から同年７月１日まで 

    昭和 40年にＡ社に入社以来、平成 17年３月末日で退職するまで継続して

勤務していたが、Ｂ県からＣ県に転勤になった際の年金記録が欠落している。

同一企業内の転勤であり、厚生年金保険料も控除されていたと思われるので、

当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、現在、Ａ社が属するＤグループの福利厚生部門を一括管

理しているＥ社が保管している社員名簿から判断すると、申立人が申立てに係

るグループ会社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ支社から同社Ｃ支社に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

なお、異動日については、当該名簿によると昭和 46年６月 16日付けと記載

されているが、月の半ばで異動した者に係る給与の支給及び保険料の控除につ

いて、当該事業所は「慣例として、異動前の事業所で異動した月に係る給与の

支給及び保険料の控除を行い、資格の喪失日については翌月１日として届出を

行っているため、申立期間についてはＢ支社で給与を支給し、厚生年金保険料

を控除していたと思われる。」と、回答している上、申立期間以降の７回の異

動において、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日はいずれも１日付け

となっていることがオンライン記録で確認できることから、申立人のＡ社Ｂ支



                      

  

社における資格喪失日は、同年７月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支社における昭和 46 年

５月のオンライン記録から５万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ｅ社では、「Ａ社Ｂ支社で納付したと思われる。」と、回答しているが、

それを示す具体的な資料は無く、申立人に係る厚生年金保険の記録における資

格喪失日が、雇用保険の記録における離職日の翌日となっており、社会保険事

務所（当時）及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格喪失日を記録したと

は考え難いことから、当該事業所の事業主が同年６月 20 日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の厚生年金保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1404 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当

該期間の標準報酬月額を 30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年１月 30日から同年４月 24日まで  

    厚生年金保険の記録を確認したところ、Ａ社での標準報酬月額について、

30万円から 15万円に引き下げられている期間があった。正しい記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年

金保険の標準報酬月額は、平成７年１月 30 日の厚生年金保険被保険者資格取

得時決定により 30万円と記録されていたところ、同年４月 24日付けで、資格

取得日（同年１月30日）に遡って15万円に減額訂正されたことが確認できる。 

また、申立人以外で平成７年１月１日から同年３月末日までの間に当該事業

所において厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年４月以降も在籍した従業

員 18人のうち 13人においても、申立人同様、同年４月 24日付けで標準報酬

月額が資格取得日に遡って 15万円に減額訂正されたことが確認できる。 

さらに、当該事業所における当時の社会保険及び給与事務担当者は、「経営

コンサルタントの指示で、会社の社会保険料の負担を軽減させるため、平成７

年４月に役員を除く大半の従業員の標準報酬月額を 15 万円に引き下げること

になった。同年４月に随時改定できない従業員については、資格取得日に遡っ

て標準報酬月額を訂正することになった。」と証言している。 

加えて、当該担当者は、「当該従業員については、当初は、訂正前の標準報

酬月額に見合う保険料を控除していたが、遡及訂正に伴い生じた保険料の差額

を還付又は翌月以降の保険料に充当することは無かった。」とし、申立人と同



                      

  

様に標準報酬月額を資格取得日に遡って減額訂正された複数の従業員は、「標

準報酬月額の減額訂正により、差額保険料を返還又は翌月以降の保険料に充当

するとの説明を会社から受けた記憶は無い。」としている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、当該期間において、申立人の給与から標準報酬月額 30 万円に基づく厚

生年金保険料が事業主により控除されたことが認められることから、当該期間

に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出たとお

り 30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当時の資料が無いため不明としているが、上記社会保険及び給与事務担

当であった従業員の証言から、事業主が標準報酬月額の遡及減額訂正に係る届

出を行ったことが認められ、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する

標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1405～1421（別紙一覧表参照) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申

立てに係る標準賞与額の記録を＜標準賞与額＞（別紙一覧表参照）に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：   別紙一覧表参照 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年７月 18日 

Ａ社から申立期間について賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されて

いる。しかし、当該賞与に係る年金記録が無いため、標準賞与額の記録を訂

正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額を改

定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与

額の範囲内であることから、これら標準賞与額のいずれか低い方を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、事業主から提

出された給与明細書における厚生年金保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別

紙一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時)に対して

提出することを失念していたとしており、保険料についても納付していないこ

とを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



（別紙）　栃木厚生年金事案1405～1421

事案番号 基礎年金番号 氏　　名 性別 住　　　　　　　所 標準賞与額

1405 女 昭和 28 年 生 31万4,000円

1406 男 昭和 21 年 生 45万7,000円

1407 男 昭和 21 年 生 27万6,000円

1408 男 昭和 25 年 生 41万9,000円

1409 死亡 男 昭和 24 年 生 35万2,000円

1410 男 昭和 23 年 生 45万7,000円

1411 男 昭和 19 年 生 29万5,000円

1412 男 昭和 39 年 生 30万4,000円

1413 男 昭和 40 年 生 36万2,000円

1414 男 昭和 33 年 生 34万3,000円

1415 男 昭和 53 年 生 26万2,000円

1416 男 昭和 24 年 生 38万1,000円

1417 女 昭和 26 年 生 38万1,000円

1418 男 昭和 33 年 生 36万2,000円

1419 男 昭和 25 年 生 32万3,000円

1420 男 昭和 51 年 生 27万1,000円

1421 男 昭和 52 年 生 27万1,000円

生　年　月　日

標準賞与額一覧表



栃木国民年金 事案 851 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年 11 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 11月から 61年３月まで 

    昭和 57 年 11 月に病院を退職して、国民年金に任意加入し、義父の保険

料と合わせて二人分を３か月ごとに役場内の銀行で納付していたので、申

立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、病院を退職した昭和 57 年 11 月に国民年金に任意加入し、義父

と二人分の保険料を３か月ごとに役場内の銀行で納付していたと主張してい

るが、申立人が所持する年金手帳では、資格取得日は「昭和 61 年４月１日

(３号)」となっており、この取得日は、町の国民年金被保険者名簿及びオン

ライン記録と一致していることから、申立人が、申立期間当時、国民年金の

被保険者であったことが確認できない。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿を調査しても、別の手帳記号番号が払

い出されていた形跡は見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間の保険料を納付したことを示す資料として、

昭和 59 年１月から 61 年８月までの家計簿を提出し、「『税金』として記載

されている金額に、義父と自分の国民年金保険料が含まれている。」として

いるが、その家計簿に「税金」として記載されている金額の大部分は、申立

人が納付していたとする保険料額（２名×３か月分）を下回っている。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申告書

等）は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



栃木国民年金 事案 852 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年４月から 48 年３月までの期間、49 年１月から同年３月

までの期間、50 年１月から同年３月までの期間及び 51 年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 48年３月まで 

             ② 昭和 49年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 50年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和 51年１月から同年３月まで 

    20 歳以前から姉が嫁いだ精肉店に勤務し、姉夫婦の家に同居していた。

姉の義母に国民年金の加入手続をしてもらい、保険料については、姉夫婦

の分と一緒に納付してくれていたと聞いているので、申立期間について、

姉夫婦が納付済みとなっているのに、自分だけが未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、申立人に

係る国民年金の手続を行っていたとする姉の義母は他界していることから、

申立期間における保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人は、｢姉の義母が、姉夫婦の国民年金保険料と一緒に納付して

くれていたので、姉夫婦が納付済みとなっているのに自分だけが未納とされ

ているのはおかしい。｣と申し立てているが、国民年金被保険者台帳（特殊台

帳）から、申立期間の前後について申立人及び姉夫婦の納付状況をみると、

昭和 44年 10月から 47年３月までの期間について、姉夫婦が現年度納付とな

っているところ、申立人は過年度納付となっている上、51 年４月から 53 年

３月までの期間について、姉夫婦が現年度納付（前納）となっているところ、

申立人については現年度納付（定額保険料）又は過年度納付となっているこ



とから、申立人の納付状況が姉夫婦と同一であったとは認め難い。 

さらに、上記の特殊台帳から、申立期間①及び②について、未納者カード

が作成されていたことが確認できる。 

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）、周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1422 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年９月１日から 22年 11月 25日まで 

ねんきん定期便を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無いが、この間、Ａ社に勤務しており、給与から厚生年金保険料を控除され

ていたので、加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言及び申立人の具体的な供述により、申立人がＡ社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかしながら、申立人が氏名を挙げた同僚から、申立人の勤務期間や厚生年

金保険料控除について具体的な証言を得ることはできない上、申立人と同職種

であったとされる当該同僚については、オンライン記録によると、当該事業所

に係る厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

また、他の複数の同僚に照会しても、申立人について覚えておらず、申立人

の勤務状況等について証言を得ることはできなかった。 

さらに、当該事業所は既に解散しており、事業主及び社会保険事務担当者の

連絡先を特定することができず、申立人の申立期間における厚生年金保険の加

入状況及び保険料控除について確認することができない。 

加えて、申立期間について、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に申立人の氏名は無く、健康保険証の整理番号に欠番は無い。 

このほか、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

栃木厚生年金 事案 1423 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月１日から 42年１月 10日まで 

    申立期間当時、Ａ社又はＢ社に勤務していたが、年金の記録では厚生年金

保険の加入期間となっていない。給与から厚生年金保険料が控除されていた

記憶があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が昭和42年１月から同年10月まで勤務していたとするＣ社の事業主

の妻は、「当時、Ｂ社の社長が体調を崩し、事業所も休業状態となったことか

ら、当社の社長が、当該事業所の社長から申立人の就職を頼まれたので雇用し

た。」と証言していることから、申立人がＢ社に勤務していたことは推認でき

る。 

しかしながら、その妻は、「当該事業所は個人経営であり、厚生年金保険に

は加入していなかったと思う。」と証言している。 

また、申立人は、「事業所名は、Ａ社からＢ社に変更されたが、いずれもそ

の名称に株式会社とか有限会社とかは付いていなかったと思う。」と供述して

おり、オンライン記録を調査しても、当該事業所の厚生年金保険の適用事業所

としての記録は確認できない。 

さらに、申立人は、当該事業所の事業主、その妻、及び同僚の名前を記憶し

ていないことから、申立期間当時の状況を確認することができない。 

このほか、申立人が、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1424 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月１日から９年４月１日まで 

Ａ社に就職した際、社長と話し合いを行い、社会保険に加入するという約

束で入社したため、申立期間について、厚生年金保険に加入していない記録

となっているのは納得がいかないので被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、Ａ社の事業主の妻及び同僚に照会したところ、申立人が

当該事業所に勤務していた旨の証言が得られた。 

しかしながら、その妻は、「申立人は社会保険には加入しない雇用条件で入

社した。」としており、当該事業所に係るオンライン記録において、申立人の

氏名は確認できない上、健康保険整理番号に欠番は無い。 

また、申立人が挙げた複数の同僚に照会しても、申立人の当該事業所におけ

る厚生年金保険の加入及び保険料控除に係る証言を得ることができなかった。 

このほか、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 12月１日から 10年２月 25日まで 

年金記録によると、申立期間の標準報酬月額が９万 8,000 円となってい

るが、標準報酬月額が下がった記憶は無い。申立期間は、給与の月額は 50

万円だったので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年

金保険の標準報酬月額は、当初、50 万円と記録されていたところ、当該事業

所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成 10 年２月 25 日以降の同年

12月 22日付けで、遡って９万 8,000円に引き下げられていることが確認でき

る。 

しかしながら、登記簿謄本により、申立人が、当該事業所の代表取締役であ

ることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間当時、当該事業所について相当額の厚生年金保険

料の滞納があったことを認めている上、申立期間に係る上記の標準報酬月額の

減額訂正処理を、社会保険事務所（当時）が、代表取締役である申立人の同意

を得ずに、又は一切の関与も無しに、無断で処理を行うことは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1426（事案 295の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年８月１日から 36年３月１日まで 

    Ａ社Ｂ出張所（現在は、Ａ社）に昭和 35 年４月頃から勤務したが、厚生

年金保険の記録では 36 年３月１日から被保険者となっている。試用期間は

あったと思うが、雇用保険は 35 年８月１日から被保険者となっている記録

が確認できるので、厚生年金保険についても同日から被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ａ社の保管する退職者台帳から、申立人

と同時期に入社した同僚についても申立期間は試用期間であることが確認で

きること、また、当該同僚が、「入社後、試用期間があり、その期間は厚生年

金保険には加入していなかった。」と証言していること等から、既に当委員会

の決定に基づく平成21年５月21日付け年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

   申立人は、当委員会の結論に納得がいかないとしているが、新たな資料は提

出しておらず、再聴取に当たり申立人が挙げた元同僚は、「私は、申立人と同

じ日（昭和 35年４月頃）に入社したが、正式採用は昭和 35年 11 月１日だっ

た。」と回答しているところ、オンライン記録により当該元同僚の厚生年金保

険の被保険者資格取得日は申立人と同じ、36 年３月１日であることが確認で

きる。 

   また、当該事業所人事部に再度照会したところ、「既に提出した人事記録の

とおり、申立人は昭和 35年 11月１日以降試用により入社したことは間違いな

い。ただし、日給との記載があり、厚生年金保険の被保険者となっていたかは

不明だが、その可能性は低いと思われる。」と、従前と同様の回答を得た。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 


